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2 0 2 3 年 1 ２ 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （ 2023年 11月 ）  

 

 

１ ． 経 済 指 標  

（ １ ）  GDP 成 長 率 （ 2023 年 Q3）  

2023年 の第 3四 半 期 （ 7～ 9月 期 ） の実 質 Ｇ Ｄ

Ｐ 成 長 率 は 、前 年 同 期 比 0.6 ％ と， 4 期 ぶ りに増

加 し た 。 ま た 季 節 調 整 済 前 期 比 の 伸 び 率 は 、

0.3％ と2期 ぶりに増 加 した。 

 

①  需 要 項 目 別 の動 向  

内 需 は 前 年 同 期 比 ▲ 3.6 ％ と な っ た （ 寄 与 度 ▲ 3.9 ％ ） 。 消 費 は 前 年 同 期 比 ▲ 2.2 ％

（ 同 ▲ 1.8 ％ ） とな った 。内 訳 は ， 民 間 消 費 が 同 ▲ 3.6 ％ ， 政 府 消 費 は 同 3.9 ％ とな っ た 。

総 固 定 資 本 形 成 は 前 年 同 期 比 ▲ 4.1 ％ （ 寄 与 度 ▲ 1.1 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を み る と ， 機

械 ・ 設 備 投 資 が同 ▲ 6.3％ ， 建 設 ・ 住 宅 投 資 が同 ▲2.6％ であった。在 庫 品 増 加 は寄 与

度 ▲1.0％ であった。 

 外 需 の 寄 与 度 は ， 4 .4 ％ とな った 。輸 出 は ， 前 年 同 期 比 0.2 ％ とな った 。品 目 別 で は 銅

が同 ▲1.0％ ， 鉱 業 品 全 体 は同 ▲2.3％ となった。財 全 体 では同 ▲0.3％ ， 農 林 水 産 品 は

同 8.9％ となった。輸 入 は， 同 ▲10 .9％ であった。 

 

②   セクター別 の動 向  

セ ク タ ー 別 で は ， 銅 が 前 年 同 期 比 3.6 ％ と な り ， そ の 他 の 鉱 業 は 同 4.8 ％ と な っ た 。 鉱

業 全 体 で は 同 4.6 ％ と な っ た 。 製 造 業 は 同 ▲ 1.2 ％ と 増 加 し た 。 農 林 業 は 前 年 同 期 比

9.0％ ， 水 産 業 が同 ▲8.7％ となった。 

 

 

＜ 概 要 ＞ 景 気 は、一 部 に下 げ止 まりの兆 しが見 られる。  

●  消 費 は悪 化 している。 

●  生 産 は、工 業 は減 少 、鉱 業 は増 加 。企 業 マインドは悪 化 している。 

●  失 業 率 は横 ばいとなっている。 

●  物 価 は上 昇 している。 

●  貿 易 は黒 字 となっている。 

●  銅 価 格 は上 昇 ， 為 替 はペソ高 傾 向 ， 株 価 は上 昇 で推 移 している。 

先 行 きについては 、 新 憲 法 制 定 議 論 、 財 政 ・ 年 金 ・ 税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 び ウクラ イ ナ

情 勢 を含 む世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（ ２ ）  経 済 活 動 指 数 （ IMACEC） － 前 年 同 月 比

0.3％ －  
10 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 0.3 ％ ， （ 季 節

調 整 済 前 月 比 は ▲ 0.1 ％ ） とな った 。 営 業 日 数 は

昨 年 よ り 1 日 多 か っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比 ▲

4.0 ％ 、 鉱 業 以 外 の 業 種 は 同 1.0 ％ だ っ た 。 季 節

調 整 済 前 月 比 で は 鉱 業 は3.5 ％ 、非 鉱 業 部 門 は

0.5％ となった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト （ 12 月 ） に よ る 11 月 の IMACEC

見 通 しは前 年 同 期 比 0.6％ （ 中 央 値 ） となっている。 

 

（ ３ ）  消 費 － 悪 化 している－  
①  10 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ， INE 公 表 ） は ，

前 年 同 月 比 ▲1.2％ ， 同 指 数 の小 売 業 （ 除 く車 ）

は同 ▲6.8％ となった。 

②  10 月 の ｽ ｰ ﾊ ﾟ ｰ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ 販 売 額 （ 実 質 ， INE 公

表 ） は， 前 年 同 月 比 ▲10.4％ となった。 

③  10月 のｻﾝﾃｨｱｺ ﾞ首 都 圏 商 業 販 売 額 （ チリ商 工

会 議 所 公 表 ， 既 存 店 ， 暫 定 値 ） は， 前 年 同 月 比

▲10.4％ となった。 

④  11月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （ IPEC， Gfk  Ad ima rk公 表 ） は29 . 0  (前 月 差 2.2 )， 個 人

の景 気 認 識 （ 現 状 ） は29 .7（ 同 ▲0.2） と， 引 き続 き50（ 中 立 点 ） を下 回 っている。 

⑤  11月 の新 車 販 売 台 数 は25,630台 （ 前 年 同 月 比 ▲19.2％ ） となった。 

 

（ ４ ）  鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 増 加 、 鉱

業 は減 少 －  
10月 の工 業 生 産 指 数 は， 前 年 同 月 比 9.5％ と

な っ た 。 セ ク タ ー 別 で は 化 学 が 増 加 （ 寄 与 度

2.91 ％ ） ， 飲 料 ・ アル コールが 減 少 （ 同 0.41％ ）

に寄 与 した。 

10 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 ▲

6.8％ ， 銅 生 産 量 は同 ▲4.4％ となった。 

10 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 1.1 ％ と な っ

た。 
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（ ５ ）  企 業 の業 況 判 断 － 悪 化 －  
11月 のIMCE（ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は42 .66

ポ イ ント で ， 前 月 差 ▲ 1.25 ポ イ ント と な り ， 20ヶ

月 連 続 で 中 立 点 を 下 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と ，

商 業 が 44 .77 （ 同 ▲ 0.8 ポ イ ン ト ） ， 鉱 業 が 63.2

（ 同 ▲ 2.9 ポイ ント ） ， 製 造 業 は 39 .09 （ 同 ▲ 1.0

ポ イ ント ） ， 建 設 業 が 26 .04 （ 同 ▲ 0.6 ポ イ ン ト ）

となった。 

 

 

（ ６ ）  雇 用 － 失 業 率 は横 ばい－  
8 ～ 10 月 期 の 失 業 率 は 8.9 ％ （ 前 年 同 期 差

0.9 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

298 , 689 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 3.1 ％ ） ， 就 業 者

数 は187 ,666人 増 加 （ 同 2.1％ ） し， 失 業 者 数 は

115 , 021人 増 加 （ 同 15 .0％ ） している。就 業 者 数

を職 業 別 にみると， 社 会 保 障 サービスが前 年 同

期 比 寄 与 度 0.8 ％ 、 建 設 が 同 ▲ 0.9 ％ と 減 少 に

寄 与 している。 

10月 の賃 金 （ 速 報 値 ） は， 名 目 は前 年 同 月 比 8.7％ ， 実 質 は同 3.5％ となった。 

 

 

 

 

 

（ ７ ）  物 価 － 上 昇 している－  
11 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前 月

比 は 0.7％ ， 前 年 同 月 比 は 4.8 ％ とな った 。品

目 別 に 前 年 同 月 比 の 動 き を み る と 食 料 品

（ 7.3 ％ ） ， アル コール 飲 料 ・ タバ コ（ 6 . 1 ％ ） が

上 昇 し た 。 な お ， 生 鮮 ・ 燃 料 を 除 く 指 数 は ，

前 月 比 0.7％ ， 前 年 同 月 比 4.7％ であった。 

中 銀 アンケート(12月 )によるインフレ期 待 は

1 年 後 ： 3 .1 ％ （ 前 月 3.3 ％ ） ， 2 年 後 ： 3 .0 ％

（ 前 月 3.0％ ） となっている。 

10 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は ， 前 月 比 1.0 ％ ， 前 年 同 月 比 は ▲6.0 ％ とな った 。農

林 牧 畜 （ 前 年 同 月 比 24 .6％ ） などが上 昇 する一 方 、鉱 業 （ 同 ▲6.8％ ） が下 落 した。 
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（ ８ ）  貿 易 － 黒 字 となっている－  
①  11 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 77 . 3 億 ドル （ 前

年 同 月 比 ▲ 4.0 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を 見 る

と， 鉱 業 品 46 .9億 ドル（ 同 ▲3.3 ％ ） （ 全 体

の 60 .6 ％ ） ， 農 林 水 産 品 2.3 億 ド ル （ 同 ▲

8.0 ％ ） （ 全 体 の3.0 ％ ） ， 製 造 業 品 28 .1 億

ド ル （ 同 ▲ 4.9 ％ ） （ 全 体 の 36 .4 ％ ） と な っ

た 。 鉱 業 品 の う ち 銅 は 39.6 億 ド ル （ 同

3.8 ％ ） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の 84 .4 ％ ） と

なった。 

②  11月 の輸 入 額 （ FOB） は64 .4億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲15.4％ ） となった。内 訳 （ CIF） は，

消 費 財 18.8億 ドル（ 同 ▲11.9％ ） ， 中 間 財 36.8億 ドル（ 同 ▲18 .7％ ） ， 資 本 財 13 .3億 ドル

（ 同 ▲18 .4％ ） となった。 

③  11月 の貿 易 収 支 （ FOB） は12 .8億 ドルの黒 字 となった。 

 

（ ９ ）  対 日 ・ 中 ・ 韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ： 10 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 5.1 億 ドル （ 前 年 同 月 比 ▲ 32.2 ％ ） ， 輸

入 額 3.4億 ドル（ 同 64 . 8％ ） ， 貿 易 総 額 では8.5億 ドル（ 同 ▲11.4％ ） となった。 

②  対 中 貿 易 （ FOB ） ： 10 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 32.0 億 ドル （ 前 年 同 月 比 ▲ 4.4 ％ ） ， 輸

入 額 16.7億 ドル（ 同 8.0％ ） ， 貿 易 総 額 では48 .7億 ドル（ 同 ▲0.5％ ） となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB） ： 10月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 4.1億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲7.6％ ） ， 輸 入

額 0.9億 ドル（ 同 ▲10.6％ ） ， 貿 易 総 額 では5.0億 ドル（ 同 ▲8.2％ ） となった。 
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２ ． 市 場 の動 き 

（ １ ）  国 際 銅 価 格 － 上 昇 －  
1 1 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 3 . 6 6 ド ル （ 2 日 ）

で 始 ま った 。 月 末 に は 3 . 7 8 ドル （ 3 0 日 ） と 前 月 末

比 3.7％ で終 了 した。 

11 月 の 銅 在 庫 は ， 230 ,684 ㌧ （ 2 日 ） で 始 ま

り ， 月 末 に は 219 , 230 ㌧ （ 30 日 ） と 前 月 末 よ り 減

少 した。 

 

 

 

 

（ ２ ）  為 替 － ペソ高 傾 向 －  
11月 の 為 替 は ， 1 ドル 890ペソ（ 2 日 ） で 始 ま っ

た 。そ の 後 月 後 半 に か け ペ ソ 高 傾 向 で 推 移 し 、

月 末 は 8 6 8 ペ ソ （ 3 0 日 ） と 前 月 末 差 3 2 ペ ソ で 終

了 した。 

 

 

 

 

 

（ ３ ）  株 価 － 上 昇 －  
11 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式 指

数 ） は 5461 ポ イ ント （ 2 日 ） で 始 ま った 。そ の 後

下 落 し 、 月 末 に は 5819 ポ イ ント （ 30 日 ） と ， 前

月 末 比 7.4％ で終 了 した。 
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３ ． 経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

（ １ ）  中 国 のスマホ会 社 In f i n i x  Mob i l e 社 の参 入 ： 報 道  

11月 14日 、当 地 ディアリオ・ フィナ ンシエロ紙 は、中 国 ・ 香 港 に 本 社 を 置 くスマホメーカ

ーIn f in i x  Mob i l e社 のチリ市 場 への参 入 について報 じた。 

厳 しい経 済 情 勢 により携 帯 電 話 販 売 が低 迷 する中 、新 たなプレーヤーがチリに参 入 し

た。In f i n i x  Mob i l e社 は、コロンビア、ペルー、エクアドル、ボリビア及 びメキシコなどラテンア

メリカ地 域 で５ 年 間 存 在 感 を示 した後 、チリ国 内 で事 業 を開 始 した。 

同 社 は、99 , 990チリペソから549 , 990チリペソまでの価 格 帯 で、サムスン、シャオミ及 びモ

トローラ等 の競 合 他 社 と競 争 する。チリ 携 帯 事 業 者 のEnte l社 やMov i s t a r社 などが公 表

してい るデータに よると、今 年 に 入 ってから携 帯 電 話 販 売 台 数 は15％ から20％ 減 少 して

いる。 

同 社 のピーター・ ユーCEOは、「 チリの消 費 者 は、新 しいブランドやテクノロジーに対 して

非 常 にオープンである。このブランドの焦 点 はＺ 世 代 であり、特 に今 日 のデバイスが動 作 す

るのに必 要 な大 量 ストレージを考 慮 すると、利 用 しやすい価 格 である。このブランドを際 立

たせているのは、大 容 量 メモリを搭 載 した高 速 処 理 技 術 である。」 と述 べた。 

 

（ ２ ）  潅 漑 施 設 整 備 の課 題 ： 報 道  

11月 19日 付 当 地 紙 「 エル・ メルクリオ」 が、チリの潅 漑 施 設 整 備 の課 題 を報 じた。 

 本 年 ６ 月 と８ 月 にチリ中 南 部 を襲 った大 雨 で、夏 季 の農 業 用 水 は確 保 できた一 方 、用

水 イ ンフラへの 深 刻 な 被 害 を もた らし、チ リ 国 家 農 業 協 会 （ SNA ） に よれば、そ の被 害 額

は、約 15億 米 ドルに 上 っており、以 前 の懸 念 が干 ばつであったが、現 在 の懸 念 は、著 しく

劣 化 した潅 漑 設 備 の復 旧 となっている。 

これまでの ところ 、 灌 漑 事 業 者 の 間 で 実 施 された 対 策 と 官 民 の投 資 に よ って、 事 業 を

継 続 することができているが、正 常 な状 態 に回 復 するためには、更 に大 規 模 な投 資 と、長

期 的 には、チリの新 たな課 題 に対 応 した水 計 画 が必 要 となる。 

 SNAのウォーカー会 長 は、河 川 や取 水 口 、遠 隔 装 置 、ポンプ、潅 漑 ホース等 の潅 漑 イン

フラの被 害 は、主 に マウレ州 で非 常 に 大 き い と指 摘 し、現 在 、 今 シーズ ンを 乗 り 切 るた め

に、多 くの 「 その場 しのぎ」 の対 策 が取 られているが、恒 久 的 なインフラ対 策 をしなければ

ならなくなったとき、我 々の官 民 の努 力 は、歴 史 上 かつてないほど大 きなものになると彼 は

説 明 した。 

 SN Aの 前 会 長 であ り 、水 利 組 合 の コー ディネ ー ター であ るク レスポ 氏 は、 この 国 の 農 業

地 域 の３ 分 の２ は、より不 安 定 な経 済 状 態 にある個 人 農 家 によって耕 作 されており、彼 ら

にとってこのような緊 急 事 態 の直 接 的 なコストは、非 常 に 大 きな負 担 となり 、イ ンフラを 再

整 備 する選 択 肢 を敬 遠 させる可 能 性 があると指 摘 した。 

 本 年 10月 、チリ 果 実 生 産 者 連 合 会 （ F ede f r u t a ） は、同 月 ま でに 大 雨 の被 害 を 受 けた

地 域 の 生 産 者 の22％ が、潅 漑 イ ンフラの損 失 や 農 地 の 排 水 不 良 のた めに 、今 シ ーズ ン

の営 農 を 開 始 でき る 状 況 に ない ことを 明 ら かに した 。同 時 に 、 果 実 生 産 者 の6 8％ が 、 農

場 内 の潅 漑 インフラ及 び農 場 外 の用 水 路 や取 水 口 等 に被 害 を受 けたと報 告 し、果 実 生

産 者 だけでも４ 億 ペソから６ 億 ペソの経 済 的 損 失 を被 った。 

 現 在 、チリの農 家 は応 急 処 置 を講 じ、夏 のシーズンに対 処 しているが、Fedef ru taのバレ

ンスエ ラ 会 長 は、 公 共 事 業 の 許 可 が 必 要 であ るこ と、 資 源 不 足 や 調 整 不 足 のた め に 機
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械 が到 着 していない ことにより、作 業 が始 まっていない 地 域 がまだ あると警 告 している。ま

た、農 業 者 団 体 は、使 用 不 能 に なった 土 地 が多 数 あり 、長 期 的 に は、小 規 模 農 家 が再

び営 農 できるようになるまでに回 復 するには何 年 もかかると警 告 している。 

 バレンスエラ農 業 大 臣 は、官 民 協 力 によってチリ全 土 の灌 漑 システムを復 旧 ・ 正 常 化 に

迅 速 に取 り組 んだ当 局 の仕 事 について強 調 するとともに、今 シーズンの果 物 の輸 出 が減

少 することはないはずだと断 言 した。 

 用 水 路 に つ い ては、主 に 国 に よって 管 理 されてい るものと、 水 利 組 合 や 個 人 所 有 の施

設 がある。「 シ」 弁 護 士 は、後 者 については水 路 の所 有 者 が修 理 することになるが、所 有

者 の運 営 上 、損 害 の規 模 があまりにも大 きく、そのレベルの費 用 を賄 えない状 況 もある場

合 は、国 の援 助 が必 要 となると説 明 しており、SNA「 ウ」 会 長 は、復 旧 費 用 の70％ を国 か

ら、30％ を水 路 所 有 者 が拠 出 することを提 案 している。 

 チリ 国 家 潅 漑 委 員 会 （ CNR ） のウ レタ 局 長 に よると、2 023年 の潅 漑 法 に 基 づく 入 札 予

定 では、中 小 規 模 の農 業 に特 に重 点 を置 き、様 々な潅 漑 事 業 の開 発 において潅 漑 事 業

者 を支 援 するため、総 額 1,160億 ペソを予 定 しているという。 

 チリ生 産 開 発 公 社 （ Cor fo ） の調 査 によると、農 業 部 門 はチリの潜 在 的 な水 需 要 のほと

んどを 占 めている（ 夏 季 90％ 、冬 季 60％ ） 。 今 夏 の用 水 はあるが、常 に 雨 の日 が続 くと

いう保 証 はないというのが関 係 者 の意 見 である。 

 「 シ」 弁 護 士 は、ダムの建 設 予 定 はあるが、水 計 画 がないことが問 題 であると指 摘 した。

SNA「 ウ」 会 長 は、今 シーズンは南 部 に十 分 な貯 水 量 があるが、貯 水 池 、海 水 淡 水 化 プ

ラント、帯 水 層 の涵 養 システム、技 術 化 された潅 漑 等 を活 用 して根 本 的 解 決 に前 進 しな

ければならないと述 べた。 

 

（ ３ ）  サーモン養 殖 における抗 菌 剤 使 用 量 の減 少 ： 水 産 庁 プレスリリース 

11月 20日 、チリ水 産 庁 は、サーモン養 殖 における抗 菌 剤 使 用 量 が減 少 した旨 のプレス

リリースを発 出 した。 

チリ水 産 庁 （ Sernapesca） は、2023年 １ 月 から６ 月 までの期 間 を対 象 とした「 全 国 サー

モン養 殖 業 に おけ る抗 菌 剤 使 用 に 関 する 報 告 書 」 を 発 表 した 。この報 告 書 では、サーモ

ン産 業 におけ る抗 菌 剤 消 費 量 の詳 細 な概 要 が示 されており 、2023年 上 半 期 に 177 . 3 2ト

ンの有 効 成 分 が使 用 され、2022年 の同 時 期 と比 較 して25 .7％ 減 少 したことが強 調 されて

いる。 

この期 間 に使 用 された抗 菌 剤 のうち、1 . 9％ は淡 水 段 階 に使 用 され、98 . 1％ は海 水 段

階 に使 用 された。後 者 の段 階 では、ほとんどがアイセン州 （ 67 . 3 8％ ） で使 用 され、次 点 で

ロス・ ラゴス州 （ 35 . 52％ ） 、マガジャネス州 （ 0.09％ ） ではかなり少 なくなっている。 

 抗 菌 剤 で 治 療 さ れ た 病 気 は 、 9 3 . 7 9 ％ が ピ シ リ ケ ッ チ ア 症 で あ り 、 細 菌 性 腎 臓 病 （ 4 . 1

4％ ） 、滑 走 細 菌 症 （ 1 .94％ ） 、その他 の原 因 （ 0 .12％ ） が残 りの割 合 を占 めている。 

本 報 告 書 では、期 間 中 の淡 水 段 階 （ -26 . 5％ ） と海 水 段 階 （ -25 . 7％ ） の両 方 における

抗 菌 剤 使 用 の削 減 と、期 間 中 のヒト の健 康 に とって極 めて重 要 な抗 菌 剤 の不 使 用 を強

調 してい る。また 、2022年 の389 . 7グ ラム /ト ンから2023年 には188 . 1 4グ ラム /ト ンへと、指

標 全 体 が減 少 したことも強 調 している。 

また 、報 告 書 は、P ROA-Sa lm o nプログ ラム （ 抗 菌 剤 の最 適 かつ 責 任 あ る使 用 に 関 す

る生 産 者 向 け水 産 庁 認 証 システム） の結 果 を明 らかにしている。認 証 されたPROAサーモ
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ンの増 加 は際 立 っており、361 , 763  トンに相 当 し、11 の養 殖 会 社 が所 属 する 125 以 上

の認 証 養 殖 場 が存 在 する。また 、デンマ ークの国 際 抗 菌 薬 耐 性 対 策 センター （ I CA R S）

が50万 米 ドルの共 同 資 金 を提 供 した、チリ水 産 庁 主 導 のプロジェクト「 チリのサケ養 殖 に

おける抗 菌 薬 使 用 のための監 視 ・ 警 告 ・ 対 応 システム（ SVAR） 」 が発 足 し、 その目 的 は、

海 での肥 育 段 階 に お け る抗 菌 剤 使 用 のリ スク要 因 の管 理 シ ステムを 構 築 し、抗 菌 剤 使

用 を最 適 化 するためのタイムリーな警 告 を発 することである。 

 

（ ４ ）  2023年 7月 ～ 9月 期 のGDPはプラス成 長 ： 報 道  

2023年 11月 21日 付 当 地 紙 ディア リオ フィナ ンシ エロは、2023年 第 ３ 四 半 期 G DP 成 長

率 が前 年 同 月 比 0.6％ と4四 半 期 ぶりにプラスとなったと報 じた。 

 11月 20日 、チリ中 央 銀 行 は、2023年 第 ３ 四 半 期 GDP成 長 率 が前 年 同 月 比 0.6％ 、前

期 比 0.3％ のプラスであったと公 表 した。前 年 同 月 比 では、2022年 第 3四 半 期 以 来 のプラ

ス成 長 、前 期 比 では、今 年 第 1四 半 期 以 来 のプラス成 長 となった。 

 内 訳 で見 ると、内 需 は前 年 同 月 比 ▲3.6％ （ 寄 与 度 ▲3 .9％ ） 、外 需 の寄 与 度 は4.4％

で、輸 出 は前 年 同 月 比 0.2％ 、輸 入 は2.0％ であった。内 需 のうち、消 費 は前 年 同 月 比 ▲

2.2％ （ 寄 与 度 ▲1.8％ ） 、総 固 定 資 本 形 成 は同 ▲4.1％ （ 同 ▲1.1％ ） であった。 

 消 費 のうち、特 に耐 久 消 費 財 は、前 年 同 月 比 ▲11 .3％ と大 きく低 下 し、家 計 消 費 の減

少 が顕 著 であったが、第 2四 半 期 の▲25 . 9％ よりマイナス幅 は縮 小 した。レストランやホテ

ルなどのサービス消 費 は、前 年 同 月 比 0.6％ とプラス成 長 に転 じた。投 資 では、建 設 投 資

が同 ▲2.6％ と減 少 し、設 備 投 資 は同 ▲6.3％ と大 きく減 少 した。内 需 の減 少 や燃 料 価 格

の下 落 により輸 入 が▲10 .9％ と減 少 したことで、前 年 同 月 比 の外 需 の寄 与 度 を押 し上 げ

た。 

 セクター別 では、GDPに占 める割 合 が大 きい順 では、金 融 ・ 企 業 サービスが前 年 同 月 比

▲0 . 8％ 、 商 業 レスト ランホ テ ルは 同 ▲2 . 2 ％ 、 製 造 業 が 同 ▲1 . 2％ 、 鉱 業 が 同 4 . 6 ％ 、 建

設 が同 ▲0.8％ 、運 輸 が同 ▲4.2％ と、鉱 業 以 外 はそれぞれ減 少 した。また、電 気 ・ ガス・

水 道 部 門 は、G DPに 占 める割 合 は3％ 程 度 と低 いが、今 期 は21％ 増 加 し、主 にコストの

高 い化 石 燃 料 に代 わって水 資 源 の利 用 可 能 性 が高 まったため、付 加 価 値 が上 昇 した 。

太 陽 光 発 電 と風 力 発 電 も増 加 した。 

 同 時 に 2023年 第 3四 半 期 の経 常 収 支 も 発 表 され、結 果 は44億 9 , 5 0 0万 米 ドルの赤 字

であった。財 の貿 易 は黒 字 であったが、所 得 収 支 とサービス収 支 は赤 字 となった。短 期 対

外 債 務 残 高 は592億 9 ,400万 米 ドルであり、通 貨 建 てでは、81 . 5％ が米 ドル、7 . 2％ がチリ

ペソ、6 .6％ がユーロであった。 

 

（ ５ ）  地 上 デジタル放 送 移 行 に向 けた措 置 等 ： 運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 発 表  

11月 21日 、チ リ 運 輸 通 信 省 通 信 次 官 官 房 （ SUB TEL ） は、20 24年 ４ 月 の 地 上 デジ タ

ル放 送 移 行 に向 けた措 置 等 に係 るプレスリリースを発 出 した。 

 ナシ ョナ ル・ テ レビ ・ デーの新 た な祝 典 の 枠 組 みの 中 で、チ リ 運 輸 通 信 省 、 内 閣 官 房 、

全 国 テレビ協 会 （ ANATEL） は、2024年 ４ 月 に予 定 されているアナログ放 送 終 了 を視 野 に

入 れ、チリの地 デジ化 プロセスを支 援 するために取 られたさまざまな措 置 を発 表 した。 

ムニョス運 輸 通 信 大 臣 は、「 我 々は誰 一 人 取 り残 されることのないテレビのデジ タル化

プロセスを 積 極 的 に支 援 している。地 域 の接 続 格 差 を縮 小 し、画 質 と音 質 の高 いサービ
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スを提 供 するだけでなく、デジタル化 によって新 たな技 術 を生 み出 す可 能 性 を広 げ、コミュ

ニケーション手 段 を民 主 化 することができる」 と述 べた。 

バジェホ官 房 長 官 は、「 デジタル化 の期 限 である2024年 ４ 月 には、カバー率 は98%に達

する見 込 みであり100%に非 常 に近 づいている。2022年 には10 ,000台 のデジタルキットを納

入 した が、本 年 は15 , 00 0台 を 納 入 する予 定 であ る。このデジ タル化 で最 も重 要 なことは、

チャンネルへのアクセスが民 主 化 され、より 多 くの情 報 が配 信 され、コンテ ンツのより 多 元

的 な見 方 が可 能 になることである」 と述 べた。 

ほぼ10年 前 にデジタルテレビ法 が制 定 され、その主 な目 的 はチリにおけるテレビの視 聴

方 法 を変 革 することであった。画 質 と音 質 の向 上 はもちろんのことだが、何 よりも、より多 く

のチャンネルがオープンに無 料 で視 聴 できるようになった。 

 2024年 に予 定 されているアナログ信 号 の停 波 が完 了 すれば、チリは、ブラジル、メキシコ、

コスタリカとともに、ラテンアメリカでテレビのデジタル化 を完 了 した国 のひとつとなる。 

 

（ ６ ）  CODELCOとJB ICがMOU締 結 ： CODELCOプレスリリース道  

 1 1 月 22 日 、C OD E L CO（ チ リ 銅 公 社 ） は 、J B I C（ 株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 ） と 重 要

鉱 物 及 び脱 炭 素 化 分 野 に おけ る協 力 強 化 に 向 けた 覚 書 （ MO U） を 締 結 した 旨 のプ レス

リリースを発 出 した。 

 パチェコCODELCO会 長 は、アジア訪 問 から帰 国 後 、JB ICと東 京 でCODELCOが「 生

産 工 程 や採 掘 方 法 を革 新 するために必 要 な資 本 財 や技 術 への融 資 に貢 献 することを目

的 と した MOU 」 に 調 印 した と 説 明 。MOU は、銅 、モ リ ブデ ン、リ チ ウ ム 等 の重 要 鉱 物 の開

発 における両 社 の協 力 も促 進 し、脱 炭 素 化 の目 標 も推 進 する。 

 CODELCOは、2050年 までにカーボンニュートラルを達 成 することを目 標 に、事 業 サプ

ライチ ェーン全 体 の脱 炭 素 化 に 取 り 組 んでいる。そのために 、直 接 排 出 と間 接 排 出 の 観

点 から、再 生 可 能 エネルギーによる電 力 供 給 を模 索 しながら、明 確 な進 捗 目 標 を定 めて

取 り組 んでいる。 

「 パ」 会 長 は、「 CODELCOの事 業 には、鉱 物 、水 、エネルギー、人 材 など、多 くの資 源

が必 要 である。本 MOUは、重 要 鉱 物 のサプライチェーンに 関 連 する困 難 を 克 服 する能 力

を強 化 するプロジェクトを構 築 する枠 組 みを構 築 することで、様 々な日 本 企 業 とのビジネス

チャンスの開 発 を 促 進 することも目 指 している。また、水 素 とア ンモニア の利 用 などを 通 じ

て、CODELCOの脱 炭 素 化 へのコミットメントを支 援 しようとしている。」 と述 べた。 

 

（ ７ ）  中 国 へのモモ等 輸 出 解 禁 の期 待 ： 報 道  

11月 2 0日 付 当 地 紙 「 エル・ メルクリ オ 」 が 、 中 国 へのチ リ 産 モ モ 等 輸 出 解 禁 に 向 け た

期 待 を報 じた。 

チ リ 産 のモ モ とア ンズ に 対 する 中 国 市 場 開 放 前 の最 後 の 手 続 き のた め、中 国 の 検 査

官 がチリに 到 着 した 。今 後 数 週 間 以 内 に 、今 シ ーズ ンの中 国 へ の輸 出 は手 続 き が完 了

すると考 えられている。 

これに より 、ほ とん ど のチ リ 産 果 実 が 中 国 に 自 由 に 輸 出 でき る ように な る。チ リ 果 実 輸

出 協 会 （ Asoex） は、「 チリの果 物 は、高 品 質 で安 全 、甘 く新 鮮 である。チリは中 国 におけ

る温 帯 生 鮮 果 実 の主 要 サプライヤーとして確 固 たる地 位 を築 くことになる」 と強 調 した。 

本 年 のモモやアンズの中 国 への輸 出 量 は、最 大 でも13万 箱 で、昨 シーズンの260万 箱
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の５ ％ にとどまると予 想 される。しかし、５ 年 以 内 にこの数 量 の25％ に 達 する可 能 性 があ

り、これは１ 億 5, 000万 米 ドルから２ 億 米 ドルに相 当 する。そしてその価 格 は、米 国 の価 格

よりも少 なくとも30％ 高 くなる可 能 性 がある。 

実 際 、チリにおいて、この６ 年 間 でモモの輸 出 量 は900万 キロ近 く減 少 しているという。2

017年 には約 3 ,120万 キロが輸 出 され、昨 シ ーズンは2 , 288万 キロであったが、これは主 に

栽 培 品 種 の入 替 によるもので、サクランボやホワイトネクタリンに置 き換 わっている。 

生 産 者 と輸 出 業 者 は、これは業 界 に とって大 き な技 術 的 挑 戦 に なると口 を 揃 えており 、

克 服 すべき 課 題 として、輸 送 、冷 蔵 、収 穫 時 期 の調 整 、包 装 技 術 、出 荷 時 及 び輸 送 中

の検 査 という物 流 上 の問 題 を挙 げている。 

 

（ ８ ）  チリ政 府 がリチウム研 究 に資 金 を割 り当 てる： 鉱 業 省 プレスリリース 

11月 22日 、チリ鉱 業 省 は、チリ政 府 がリチウムと塩 田 の研 究 に60億 ペソ（ 約 690万 米 ド

ル） 割 り当 てる旨 のプレスリリースを発 出 した。 

 22日 、エチェベリ・ チリ科 学 大 臣 、ロハス・ チリ環 境 大 臣 、ペターセン・ チリ経 済 次 官 、チ

ャウアン・ チリ鉱 業 次 官 及 びピサロ・ チリ国 立 研 究 開 発 庁 長 官 は、リチウムと塩 田 の研 究

に 60億 ペ ソを 投 資 す ることを 発 表 。リ チ ウ ム と塩 田 に お け る研 究 コンペ テ ィシ ョ ンを 通 じて

行 われるもので、基 礎 研 究 が2024年 7月 に落 札 され、資 金 で提 供 される予 定 である。 

チリ国 家 リチウム戦 略 （ 戦 略 ） では、リチウム開 発 において最 高 水 準 の研 究 を行 うこと

を掲 げており、そのため、科 学 省 は、将 来 のリチウム・ 塩 田 研 究 技 術 研 究 所 （ 研 究 所 ） を

設 計 するための省 庁 間 作 業 を主 導 している。また、優 先 事 項 として定 義 された研 究 分 野

に資 金 を提 供 するため、ANIDから既 に提 供 されているツールを活 用 した。 

 関 係 資 金 は、特 定 テーマ分 野 における研 究 助 成 に相 当 するもので、3年 間 で約 6,000

億 ペソ（ 約 6 . 9億 米 ドル） に 達 し、最 大 10のプロジェクトに 資 金 を 提 供 する。大 学 、研 究 セ

ンター、公 的 技 術 研 究 機 関 は、定 義 されている3つの分 野 、①リチウムと塩 田 におけ る工

学 と地 質 学 、②塩 田 における生 態 学 と生 物 多 様 性 及 びリチウム生 産 との関 連 、③リチウ

ムと塩 田 における社 会 ・ 文 化 ・ 地 域 開 発 によって、塩 田 からのかん水 抽 出 やリチウムを得

るための新 たな方 法 、従 来 の用 途 以 外 のバッテリーにおける特 殊 な用 途 、材 料 の回 収 と

再 利 用 、循 環 型 エネルギー、塩 田 に関 連 する生 物 多 様 性 、塩 田 開 発 プロセスが生 物 多

様 性 に 与 える影 響 のモデル化 、生 態 系 の 効 率 的 なモニ タリ ング 、異 なる流 域 にお け る社

会 的 ・ 環 境 的 紛 争 、リチウム採 掘 と地 域 開 発 の関 係 、あるいは採 掘 や加 工 における新 た

な技 術 と、それらがもたらす可 能 性 のある社 会 ・ 環 境 的 影 響 とのバランスなど、生 産 的 な

問 題 についての研 究 が可 能 になる。 

 

（ ９ ）  持 続 可 能 な農 産 物 輸 出 競 争 力 強 化 のためのアジェンダ発 表 ： 農 業 省 発 表  

11月 23日 、チリ 農 業 省 は、持 続 可 能 な農 産 物 輸 出 競 争 力 強 化 のためのアジェンダ を

発 表 した。 

南 米 諸 国 との 競 争 激 化 や 内 的 要 因 が、チ リ の農 林 部 門 の 競 争 力 に 影 響 を 及 ぼ して

いる。このため、チリ果 実 輸 出 協 会 の新 たな名 称 「 Fru tas  de  Ch i l e」 （ 同 協 会 のこれまで

の名 称 は「 Asoex」 。） の発 表 イベントに出 席 したバレンスエラ農 業 大 臣 は、国 際 市 場 にお

け るチ リ の比 較 優 位 性 を 維 持 す るこ とを 目 的 と した 「 持 続 可 能 な 農 産 物 輸 出 競 争 力 強

化 のためのアジェンダ」 の詳 細 を発 表 した。 
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 「 バ」 大 臣 は、我 々は農 産 物 輸 出 に係 る官 民 全 ての関 係 者 と話 し合 い、非 常 に重 要

な内 容 を含 んだ持 続 可 能 性 戦 略 に合 意 したと述 べ、人 的 ・ 生 産 的 資 本 の重 要 性 、貿 易

協 定 を改 善 することの重 要 性 、環 境 トレーサビリティを備 えた農 業 ・ 果 実 部 門 の重 要 性 、

イ ン フ ラへの 投 資 拡 大 （ 物 流 及 び カ ボ タ ージ ュ 法 ） 、 そ し て 潅 漑 法 に よ って 推 進 さ れる 小

～ 大 規 模 の貯 水 池 プロジェクトが、我 々が取 り組 むべき課 題 であると説 明 した。 

 

具 体 的 には、このアジェンダには８ つの主 要 な行 動 指 針 として、労 働 と規 制 、貿 易 、持

続 可 能 性 、 動 植 物 検 疫 、販 売 促 進 、研 究 と開 発 、イ ンフラ、 物 流 が設 定 されてい る。目

的 は、農 林 部 門 の輸 出 額 を 増 加 させ、国 際 市 場 に おけ るチ リ の農 林 部 門 の位 置 付 け、

特 にその持 続 可 能 な特 性 を促 進 することであり、また、農 林 産 物 輸 出 先 市 場 における貿

易 条 件 を改 善 し、物 流 プロセスを促 進 するために、官 民 間 の連 携 と調 整 を強 化 することも

目 指 している。 

 

（ １ ０ ）  SONAMIによる鉱 業 の成 長 予 想 ： 報 道  

11月 24日 、当 地 ディアリオ・ フィナンシエロ電 子 版 は、SONAMI（ チリ鉱 業 協 会 ） が銅 の

生 産 量 予 測 を発 表 した旨 を報 じた。 

SONAMIによると、2024年 の鉱 業 の成 長 率 は約 5％ で、銅 の生 産 量 は約 555万 トンとな

る。2023年 は、銅 の生 産 量 は減 少 するものの、モリブデン、リチウム、金 、銀 、鉄 の生 産 量

は増 加 し、1％ 前 後 の緩 やかな成 長 になると予 測 した。 

銅 の生 産 量 は、主 に鉱 石 品 位 の低 下 と一 部 の鉱 床 における技 術 的 な問 題 により、20

22年 の533万 ト ンから2023年 には525万 トン程 度 に減 少 すると予 想 される。なお、COD EL

CO（ チリ銅 公 社 ） は業 績 不 振 のため、10万 トン以 上 の減 産 となる。 

鉱 業 の成 長 率 は、比 較 のベースが低 いことと、主 にケブラダ・ ブランカ鉱 山 、ペ ランブレ

ス鉱 山 、マント・ ベルデ鉱 山 からの銅 生 産 量 の大 幅 な増 加 によるもの。また、銅 の価 格 は

1ポンドあたり3.7～ 3.9米 ドルになり、鉱 業 輸 出 額 は600億 米 ドルに達 すると予 測 される。 

2024年 は、まさに、パンデミックの影 響 などで遅 れていた採 掘 プロジェクトの大 幅 な参 入

に より 、銅 市 場 は 黒 字 に なると 予 想 。最 大 の供 給 源 はまさに ラ米 であ る。チ リ とペ ルーは

更 に50万 トンの銅 を供 給 する。しかし、世 界 の消 費 量 の57％ を占 める中 国 の経 済 は、不

動 産 危 機 と地 方 政 府 の高 債 務 により影 響 が懸 念 されている。 

 

（ １ １ ）  チリ上 院 鉱 業 ・ エネルギー委 員 会 がエネルギー転 換 法 案 を大 筋 承 認 ： エネ

ルギー省 プレスリリース 

11月 29日 、チリ・ エネルギー省 は、チリ上 院 鉱 業 ・ エネルギー委 員 会 がエネルギー転 換

法 案 を大 筋 承 認 した旨 のプレスリリースを発 出 した。 

チリ上 院 鉱 業 ・ エネルギー委 員 会 は、チリの脱 炭 素 化 プロセスに必 要 な投 資 を促 進 す

るための緊 急 行 動 を 促 進 する一 連 の措 置 を含 むエネルギ ー転 換 法 案 を 、大 筋 承 認 した 。 

 パルドウ・ チリエネルギー大 臣 は、本 法 案 が承 認 されたことについて「 本 法 案 は、エネ

ルギー部 門 にとって重 要 なイニシアチブであり、特 に、ニュブレ州 の生 産 性 に影 響 を及 ぼし

てい る 送 電 工 事 の 遅 れに 対 処 す るもので あ る。また 、エネ ルギ ー転 換 のた めの重 要 な技

術 である貯 蔵 プロジェクトへの参 入 を促 す重 要 なインセンティブにもなる。」 と述 べた。 

本 法 案 の 主 な 軸 は 、 送 電 の 逼 迫 に よ り 生 産 性 の 問 題 に 直 面 し てい る ニ ュ ブ レ 州 や ロ
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ス・ ラゴス州 などの地 域 を 中 心 に、送 電 事 業 を 効 率 的 に 発 展 させるた めの条 件 を 整 える

ことであ る。また 、料 金 収 入 の再 配 分 を 行 い 、電 力 系 統 の 異 常 な混 雑 に 伴 うリ スク配 分

を改 善 することも目 指 している。 

本 法 案 は憲 法 上 の手 続 きを 経 て、今 後 、同 委 員 会 で詳 細 に 審 議 され、そ の後 、上 院

本 会 議 で採 決 される予 定 である。  

 

（ １ ２ ）  民 間 健 康 保 険 会 社 の危 機 ： 報 道  

2023年 12月 ５ 日 、当 地 紙 ディアリオ・ フィナンシエロは、チリの民 間 健 康 保 険 会 社 が来

年 1月 にも破 綻 する危 機 に直 面 する可 能 性 があると報 じた。 

チリの民 間 健 康 保 険 制 度 （ ISAPRES :  I n s t i t uc iones  de  Sa lud  P rev i s i ona l ） を運 営

する 民 間 保 険 会 社 は 、過 去 の 保 険 料 の 引 き 上 げに つ い て、 最 高 裁 判 所 に より 不 当 とさ

れたことで、多 額 の過 払 い返 還 料 の返 還 債 務 を負 っている。2024年 １ 月 には、保 険 料 値

上 げ廃 止 を命 じた最 高 裁 判 決 が適 用 されることになっており、保 健 監 督 局 の試 算 によれ

ば、民 間 保 険 者 の収 入 は月 11 . 9％ 減 少 することになる。ISAPRES協 会 は、これに より 保

険 会 社 は1 月 に 赤 字 となり 、 債 務 超 過 の 危 機 に 瀕 す る企 業 が 出 る と 述 べてい る。 こ れに

対 し、政 府 は保 険 会 社 と協 議 を行 い、具 体 的 な解 決 策 を探 っている。 

 保 険 会 社 のイサプレ・ コルメナ社 （ isap r eCo lmena） は、被 保 険 者 に対 して保 険 料 の引

き下 げが有 効 になることを通 知 しており、これによると、保 険 料 は受 益 者 一 人 当 たり月 額

0 .93UF（ 約 34 , 000ペソ） から0 .77UF (約 28 , 0 00ペソ)に下 がる。同 社 は、2024年 以 降 の赤

字 を 見 込 んで、既 に 数 カ 所 の支 店 の閉 鎖 を発 表 してい る。10あ る民 間 健 康 保 険 会 社 全

体 では、毎 月 約 420億 ペソの減 収 と想 定 される。 

カミラ・ バジェホ官 房 長 官 は、民 間 保 険 会 社 の危 機 は、長 年 にわたる利 用 者 への乱 暴

な請 求 と、その結 果 としての極 端 な司 法 化 に起 因 するものであるが、政 府 としては、裁 判

所 の命 令 に 沿 った 、2 歳 未 満 の子 供 に 対 す る料 金 の停 止 と、 医 療 費 指 標 （ I C SA、保 険

会 社 が医 療 保 険 プランの価 格 を引 き上 げる際 の上 限 を設 定 するためのもの） の再 調 整 を

毎 年 の7月 から前 倒 しすることで、各 社 が事 前 に収 入 を増 やせるようにすることを計 画 して

いると述 べた。 

 

（ １ ３ ）  ５ Ｇ の接 続 数 が310万 人 に： 報 道  

12月 ４ 日 、当 地 ディア リオ・ フィナ ンシエロ紙 は、チリにおける５ Ｇ 普 及 の現 状 等 につい

て報 じた。 

 ５ Ｇ の普 及 は飛 躍 的 に進 んでおり、アクティブユーザー数 は12ヶ月 で倍 増 している。2022

年 ９ 月 時 点 で150万 人 だった接 続 数 は、今 年 度 には310万 人 に達 している。 

これは、４ Ｇ 技 術 が後 退 していることを示 唆 している。昨 年 の1,960万 人 の接 続 数 から、

6 . 5％ 減 少 し、2023年 ９ 月 時 点 で1 , 83 0万 人 になった。 ５ Ｇ の大 衆 化 の要 因 は、接 続 に

は互 換 性 のある端 末 さえあればよく、各 社 が５ Ｇ を除 くプランを提 供 していないことである。

また、15万 チリペソ以 下 の端 末 を提 供 する通 信 事 業 者 が増 えていることも要 因 のひとつと

して挙 げられる。 

携 帯 電 話 市 場 ではEnte l社 がトップ（ 32 . 4%） 、次 いでMov is ta r  Ch i l e社 （ 26 . 9%） 、WOM

社 （ 21 . 3%） 及 びClaro  Ch i l e社 （ 17 . 5%） となっている。 

また、光 ファイバの普 及 もますます進 んでいる。アラジャ通 信 次 官 は、「 統 計 によると、ユ
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ーザーは高 速 ネ ッ トワ ークを 好 み、固 定 イ ン ターネ ット 接 続 のほぼ 70％ が光 ファ イ バ 経 由

になっている。65 . 9％ の世 帯 が固 定 インターネットに接 続 していることが数 字 で示 されてい

るが、我 々の使 命 は、すべてのチリ国 民 がデジタル化 の恩 恵 を 受 けられるよう、ネットワー

クから切 り離 されたままの世 帯 を接 続 することだ」 と述 べた。 

 固 定 ブロ ードバンド 市 場 では、Mo v i s t a r  C h i l e社 がト ッ プ（ 31 . 2 % ） 、次 い でVTR 社 （ 2 4 .

1％ ） 、Mundo社 （ 18％ ） 、GTD社 （ 7％ ） 、En te l社 （ 7 . 1％ ） 、C l a ro  Ch i l e社 （ 6 . 7％ ） とな

っている。  

 

（ １ ４ ）  撤 去 の進 まない架 空 ケーブル： 報 道  

 12月 ５ 日 、当 地 エル・ メルクリオ紙 は、撤 去 の進 まない不 使 用 の架 空 ケーブルについ

て報 じた。 

20 1 9年 ８ 月 、 電 気 通 信 事 業 者 の使 われな くなった 架 空 ケ ーブル の撤 去 を 義 務 づけ る

法 律 が施 行 された。これらのケーブルは都 市 の景 観 を損 ない、場 合 によっては大 きな不 便

をもたらす可 能 性 があるため、撤 去 されるべきだというコンセンサスがある。しかし、法 律 が

成 立 して４ 年 経 つが状 況 はほとんど変 わっていない。 

この撤 去 問 題 は複 雑 で、もはや存 在 しない事 業 者 のものであるため責 任 者 がいない場

合 もあれば、他 社 に買 収 された事 業 者 のもので譲 渡 の際 にケーブルが置 き去 られた可 能

性 もある。どのケーブルがどの事 業 者 のものか、特 にどのケーブルがまだ使 用 中 のものか

を特 定 するのは難 しく、また、ユーザーが他 社 に乗 り換 えたことによる未 使 用 ケーブルがあ

るが、将 来 また使 用 されるかもしれないと期 待 している事 業 者 もあるかもしれない。加 えて、

ケーブル撤 去 作 業 中 に誤 って、あるいは間 接 的 な影 響 により、使 用 中 のケーブルに影 響

を及 ぼし、他 のユーザーのサービスに損 害 を与 える可 能 性 もある。 

架 空 ケーブル撤 去 法 は、その規 則 により、どのような場 合 に不 使 用 ケーブルとなるかを

定 義 する。この基 準 が定 められれば、事 業 者 は不 使 用 ケ ーブルに 該 当 してから５ ヶ 月 以

内 にケーブルの撤 去 を行 わなければならない。これまでは自 治 体 や個 人 がこの撤 去 作 業

を行 ってきたが、この法 律 が有 効 に 運 用 さ れれば、そ の費 用 は事 業 者 が賠 償 しなけ れば

ならない。 

この 規 制 の 難 しさは 認 識 しながら も、そ の 効 果 が 都 市 の 景 観 を 改 善 し、 ひい ては 人 々

の生 活 の質 の向 上 にも繋 がることを考 えれば、政 府 がこの規 制 を適 切 に運 用 する必 要 が

ある。 

 


